


国土強靱化対策の予算の確保を求める意見書 

 

 我が国では、近年、全国各地で大規模自然災害が頻発化・激甚化している。また、本県

においても、平成28年の熊本地震や令和２年７月豪雨などにより、県内各地で甚大な被害

が相次いでおり、県民の生命・財産を守る防災・減災、国土強靱化の取組みは、一層重要

となっており、ハード・ソフト両面から対策の推進が急務となっている。 

こうした状況を受け、国においては、昨年12月、取組の更なる加速化・深化を図るた

め「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」を閣議決定され、第３次補正予

算として措置いただき深く感謝する。本県においてもこれを積極的に活用し、国土強靱化

地域計画に基づき、今後起こり得る自然災害に備え、被害を最小限に抑え、迅速な復旧・

復興につながる災害に強く安心・安全な熊本づくりに取り組んでいるところである。 

しかし、熊本地震や令和２年７月豪雨からの復旧・復興に加え、国土強靱化の取り組

みを強力に進めるためには、中長期的な見通しのもと、計画的かつ継続的に取り組むこと

が必要である。 

よって、国におかれては、５か年加速化対策として、取組の加速化・深化のために追

加的に必要とされている約15兆円を、通常予算とは別枠で確保するとともに、当初予算に

おいて必要な予算措置が安定的に確保されるよう強く要望する。 

 

 以上、地方自治法第99条の規定に基づき、意見書を提出する。 
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